
福山市上下水道局公告第３３７号 

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の５第１項の規定に

より、福山市上下水道局が発注する次の業務について、一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下

「入札参加資格」という。）及びその資格審査に係る申請手続などについて次のとおり定めたので、同

条第２項、令第１６７条の６第１項、令第１６７条の１０の２第６項及び福山市上下水道局契約規程（昭

和４６年水道企業管理規程第８号）において準用する福山市契約規則（昭和４１年規則第１３号）第２

７条の規定により公告します。 

 

２０２６年（令和８年）１０月１６日 

 

福山市上下水道事業管理者      

小 葉 竹  靖      

 

１ 競争入札に付する事項 

（１）業務名 

松永浄化センター外汚水処理施設等包括的維持管理業務委託 

（２）履行場所 

福山市内一円 

（３）履行の内容等 

運転管理及び維持管理等業務  一式 

（４）履行期間 

２０２７年（令和９年）４月１日から２０２９年（令和１１年）３月３１日まで 

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく長期継続契約） 

 （５）落札者の決定方法 

    価格その他の条件が福山市上下水道局にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落

札者とする総合評価方式により決定する。 

 （６）予定価格  

金６７３，６５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

 

２ 競争入札の参加形態 

（１）単独事業者又は２社若しくは３社による共同企業体とする。 

（２）共同企業体を結成する場合は、次のとおりとする。 

ア 共同企業体は、代表構成員を選定するものとする。 

イ 代表構成員の出資比率は，構成員中最大とする。 

ウ 各構成員の最小出資比率は次のとおりとする。 

     （ｱ）２社の場合は、３０％以上とする。 

     （ｲ）３社の場合は、２０％以上とする。 

エ 共同企業体は、原則として構成員の任意の組合せにより結成するものとし、この場合にお



いて構成員は、同一業務で２以上の共同企業体の構成員となることはできない。 

オ 本業務の入札に単独事業者として参加する者は、本業務の共同企業体の構成員となること

はできない。 

 

３ 入札参加資格 

  次の（１）及び（２）に掲げる条件を全て満たす者であり、入札参加資格審査において、その資

格があると認められた者とする。 

（１）入札参加者（共同企業体を結成する場合は、構成員全社）が次に掲げる条件を全て満たす者で

あること。 

ア 令第１６７条の４の規定による入札参加制限を受けていない者であること。 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っていない者（更生手続

開始又は再生手続開始の決定を受けている者を除く。）であること。 

ウ この業務の公告の日から落札決定の日までのいずれの日においても、福山市の指名除外又

は指名留保期間中でない者であること。 

エ 福山市に納付すべき市税等（水道料金、下水道使用料、下水道事業受益者負担金及び集落

排水処理施設使用料を含む。）の滞納がない者であること。 

オ 国に納付すべき消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

から第４号及び第６号に該当しない者であること。 

（２）入札参加者（共同企業体を結成する場合は、共同企業体の構成員のいずれか）が、次に掲げる

条件を満たす者であること。 

２０１１年度（平成２３年度）以降、国、地方公共団体、地方公営企業又は企業団（地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３９条の２に規定する企業団及び広域連合企業団をい

う。）が発注した、施設能力日量６千立方メートル以上の下水道法（昭和３３年法律第７９号）第

２条に規定する終末処理場（標準活性汚泥法）の維持管理業務（汚水処理、汚泥処理、電気等の

設備を総合的に稼働させ、その状況を監視、制御するとともに、それらの性能又は機能を常に正

常な状態に維持するため、適切な点検及び保守を行う業務をいう。）に係る包括的業務委託（令和

２年公益社団法人日本下水道協会「処理場等包括的民間委託導入ガイドライン」に示す「レベル

２．５」以上をいう。）の元請として、５年以上継続して履行した実績があること。ただし、汚泥

処理のみの業務又は排水処理のみの業務は、実績として認めない。 

 なお、共同企業体の構成員としての履行にあっては、代表構成員の場合に限り実績と認めるも 

のとする。 

 また、契約の開始が２０１１年度（平成２３年度）より前の場合であっても、２０１１年度（平

成２３年度）以降の履行期間は、実績の算定対象とする。 

 

４ 入札参加資格審査の申請手続 

（１）申請の方法 

この入札に参加を希望する者は、一般競争入札参加資格審査申請書（様式１号）【共同企業体を



結成する場合は、代表構成員のみ】に、次に掲げる書類を添付して提出し、必要な審査を受けな

ければならない。（次のイ、エ、オ及びカに掲げる書類は、一般競争入札参加資格審査申請書を提

出する日の３か月前の日以降に発行されたものを添付すること。） 

ア 受付票（様式２号）【共同企業体を結成する場合は、代表構成員のみ】 

イ 商業登記簿謄本（写しでも可。法人の場合のみ提出すること。）【共同企業体を結成する

場合は、構成員全社】 

ウ 申請日の属する事業年度の直前の事業年度の財務諸表（法人の場合は、直前１事業年度の

「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」及び「注記表」の写し）【共

同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

エ 市税の完納証明書（写しでも可。福山市に納付すべき市税の滞納がないことを証明したも

の。ただし、本市における納税義務のない者は、申立書（様式３号）を提出すること。）【共

同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

オ 納税証明書（写しでも可。国に納付すべき消費税及び地方消費税の納税証明書（その３未

納の税額のないこと用））【共同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

カ 印鑑証明書（原本）【共同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

キ 使用印鑑届（様式４号。実印と異なる印鑑を契約等に使用する場合に提出すること。）【共

同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

ク 委任状（様式５号。入札、契約締結等に関する権限を支店長、営業所長等に委任する場合

に提出すること。）【共同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

ケ 担当者届（様式６号。本入札に係る担当者を１名選任し、質疑等の窓口を一本化すること。）

【共同企業体を結成する場合は、代表構成員のみ】 

コ 誓約書（様式７号）【共同企業体を結成する場合は、構成員全社】 

サ 業務実績調書（様式８－１号。契約関係書類の写し（公告で定める資格要件を満たしてい

ることが確認できるもの。）又は業務実績証明書（様式８－２号）を添付すること。）【共

同企業体を結成する場合は、構成員のいずれか】 

シ 共同企業体協定書（共同企業体を結成する場合に提出すること。） 

ス 返信用封筒（資格審査結果通知書の返信用封筒として、角形２号封筒に申請者の宛先を明

記の上、簡易書留料金（４９０円）の郵便切手を貼付し、提出すること。）【共同企業体を

結成する場合は、代表構成員のみ】 

（２）申請期間 

   ２０２６年（令和８年）１０月１６日（金）から同年１１月１１日（水）まで（ただし、上下

水道局の閉庁日を除く。）の午前９時から午後５時までの間、随時受け付ける。 

（３）申請書の入手先、提出先及び申請に関する問い合せ先 

   ア 入手先 

     福山市ホームページ 

   イ 提出先及び申請に関する問い合せ先 

〒７２０－８５２６ 

広島県福山市古野上町１５番２５号 

福山市上下水道局経営管理部管財契約課 



ＴＥＬ（０８４）９２８－１５０３（直通） 

（４）申請方法 

   持参又は郵便（配達証明付書留郵便）による。 

   なお、郵便の場合は必ず提出先及び申請期限までに到達すること。到達しなかった場合は、無

効とする。 

 

５ 入札参加資格審査の結果通知 

 （１）入札参加資格審査の結果通知 

    入札参加資格審査の結果については、２０２６年（令和８年）１１月１６日（月）までに書面

により資格審査結果通知書を発送することにより通知する。 

    なお、入札参加資格がないと認められた者には、その理由を併せて通知する。 

 （２）入札参加 

入札参加資格があると認められた者以外は、この入札に参加することができない。 

 

６ 入札参加資格の喪失 

上記５により入札参加資格を有するとの決定を受けた者（以下「入札参加資格者」という。）が、

次のいずれかに該当するときは、入札に参加することができず、また、入札後においては、落札者の

決定から除外する。 

（１）上記３の入札参加資格の要件を満たさなくなったとき。 

（２）入札参加資格審査申請書類について、虚偽の事項を記載したことが明らかになったとき。 

 

７ 仕様書等の確認方法等 

（１）仕様書等の確認方法 

   福山市ホームページで確認を行うものとする。 

（２）仕様書等の質問及び回答 

仕様書等に対する質問がある場合は、２０２６年（令和８年）１１月２０日（金）までに、所

定の質問書（様式９号）により、福山市上下水道局施設部水づくり課に電話の上（ＴＥＬ（０８

４）９５５－１１７４）、電子メールにて提出すること。 

※提出先メールアドレス ： mizudukuri@city.fukuyama.hiroshima.jp 

なお、質問に対する回答については、２０２６年（令和８年）１２月３日（木）までに、全て

の入札参加資格者に対し、電子メールにて送付する。 

 

８ 現場説明会及び図書閲覧の申込み等 

現場説明会及び図書閲覧については、２０２６年（令和８年）１０月１６日（金）から同年１１月

２０日（金）までの午前９時から午後５時までとする。希望する者は、福山市上下水道局施設部水づ

くり課に電話連絡すること（ＴＥＬ（０８４）９５５－１１７４）。 

なお、日時については、担当者と打合せを行うこととする。 

現場説明会及び図書閲覧の参加人数は、５名以下（共同企業体を結成する場合は、代表構成員の参

加とする。）とし、所要時間を３時間程度とする。また、当日の説明会等では、仕様書等に関する質問



は受け付けない。 

 

９ 総合評価に関する事項 

 （１）落札者の決定方法 

入札価格が予定価格の制限の範囲内である者のうちから、提出された業務提案書等に基づき、

（２）の総合評価の方法によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札

者として決定する。ただし、評価値の最も高い者の入札価格が著しい低価格であったときは、当

該入札者を調査対象者として低入札価格調査を実施し、調査の結果、契約の適切な履行が確保さ

れると認められるときに、当該調査対象者を落札者とする。 

当該調査対象者は、福山市上下水道局が指定する日時までに、指定の低入札価格調査関係資料

等を提出するものとする。なお、指定した日時までに低入札価格調査関係資料等を提出しない場

合又は調査を辞退した場合は、当該調査対象者の入札を無効とする。 

落札者又は調査対象者となるべき評価値の最も高い者が２者以上あるときは、当該入札者にく

じを引かせて落札者又は調査対象者を決定する。この場合において、当該入札者のうちくじを引

かない者があるときは、これに代えて、当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものと

する。 

 （２）総合評価の方法 

    ア 評価値の算出方法 

      評価値の算出方法は、次のとおりとする。 

      評価値＝価格評価点＋技術評価点 

    イ 価格評価点の算出方法 

      価格評価点の算出方法は、次のとおりとする。 

      価格評価点＝５０点 ×（予定価格－入札価格）／ 予定価格（小数第４位以下切捨て） 

    ウ 技術評価点の算出方法 

      業務提案書等の内容に応じ、次の（ｱ）から（ｴ）の評価項目毎に評価を行い、技術評価点

を与える。 

      なお、技術評価点の満点は５０点とする。 

      （ｱ）企業の経験及び能力 

      （ｲ）配置従事者の経験及び能力 

      （ｳ）業務実施に関する提案 

      （ｴ）松永浄化センターの運転管理業務に関する提案 

    エ 技術評価点における評価基準 

      上記ウの（ｱ）から（ｴ）の評価項目は別表１によるものとし、それぞれの評価項目につい

て評価を行い、各々評価点を算出し、合計する。 

 

１０ 業務提案書等 

 （１）総合評価の業務提案書等に関する書類（別表２） 

    ア 入札参加者は、業務提案書等を提出するものとする。 

  イ 提出された業務提案書等は、返却しない。 



  ウ 必要な業務提案書等を次の（２）に掲げる提出期限までに提出しない（郵便の場合は到達

しない）入札参加者による入札は、無効とする。 

    エ 業務提案書等の内容が、明らかに他の入札参加者と同一であると認められる場合、当該入

札参加者による入札は、全て無効とする。 

    オ 業務提案書等の作成及び提出に要する費用は、入札参加者の負担とする。 

    カ 業務提案書等の作成に関する説明会は、開催しない。 

 （２）提出期限 

    ２０２６年（令和８年）１２月１０日（木）午後５時までに必ず提出（郵便の場合は到達）す

ること。 

 （３）提出方法 

    持参又は郵便（配達証明付書留郵便）による。 

 （４）提出先 

    上記４（３）の申請場所に持参又は郵送のこと。 

 

１１ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

（１）日時 

   後日、別途通知する。 

（２）場所 

   広島県福山市古野上町１５番２５号 

   福山市上下水道局本局３階大会議室 

 

１２ 入札書 

（１）提出期限 

  ２０２６年（令和８年）１２月１０日（木）午後５時までに必ず提出（郵便の場合は到達）す

ること。 

（２）提出方法 

持参又は郵便（配達証明付書留郵便に限る。別添の「郵便等入札の手引」によること。）によ

る。 

なお、持参による場合は、入札書を、次の事項を記載した封筒に封入して提出すること。 

    （ｱ）提出者の商号又は名称（共同企業体で入札する場合は、提出者の共同企業体名） 

    （ｲ）入札書が在中している旨 

    （ｳ）当該入札等に係る業務名及び開札日 

（３）提出先 

上記４（３）の申請場所に持参又は郵送のこと。 

 

１３ 開札の日時及び場所 

（１）日時（立会は任意） 

  ２０２６年（令和８年）１２月１１日（金） 午前９時４０分 

（２）場所  



   広島県福山市古野上町１５番２５号 

福山市上下水道局本局２階中会議室 

 

１４ その他 

（１）契約手続等において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

免除 

（３）入札違約金 

落札者が指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札決定を取り消すととも

に、落札者は落札金額（落札者が落札の際に入札した金額の１００分の１１０に相当する金額）

の１００分の５に相当する金額を入札違約金として納めるものとする。 

（４）無効入札  

次のいずれかに該当する入札は、無効とするものとする。 

ア 入札参加資格のない者が入札したとき。 

イ 記名押印を欠く入札 

ウ 金額を訂正した入札 

エ 入札が取り消すことができる無能力者の意思表示であるとき。 

オ 契約担当職員において定めた入札に関する条件に違反したとき。 

カ 入札者が２以上の入札をしたとき。 

キ 他人の代理を兼ね、又は２以上を代理して入札をしたとき。 

ク 入札者が連合して入札したとき、その他入札に際して不正の行為があったとき。 

ケ 必要な記載事項を確認できない入札 

コ その他特に指定した事項に違反した入札 

（５）入札及び開札の延期又は中止 

   天災その他やむを得ない理由により、入札及び開札を行うことができない場合は、福山市上下

水道局はこれを延期又は中止することができる。 

   この場合において、福山市上下水道局は何らの責めを負わないものとする。 

（６）その他 

この入札に際しては、福山市上下水道局が定めた「入札条件・入札心得」に従うので、その内

容をよく確認すること。 

 （７）特約事項 

    ア この入札による契約は、福山市議会における当該契約に係る２０２７年度（令和９年度）

収入支出予算が成立した時をもって効力を生じるものとする。また、２０２８年度（令和１

０年度）以降の当該契約に係る収入支出予算の減額又は削除があった場合は、福山市上下水

道局はこの契約を解除することができるものとする。この場合において、福山市上下水道局

は何らの責めを負わないものとする。 

イ 落札者が提示した業務提案書等は、発注者からの指示がない限り、全て契約内容とし、落

札者は、提示した業務提案書等による履行確保に関して、その責任を負うものとする。 



別表１

業 務 名

一 般 競 争 入 札
（ 総 合 評 価 方 式 ）
に よ る 理 由

評 価 の 方 法

配点 満点

15年以上 5

10年以上15年未満 3

5年以上10年未満 1

5年以上の業務実績なし 0

すべて取得している 2

ISO9001、ISO14001及びISO55001のう
ち2つを取得している

1

ISO9001、ISO14001及びISO55001のう
ち１つを取得又は未取得

0

3件 2

2件 1

1件 0

3件 2

2件 1

1件 0

取得している 0.5

未取得 0

認定を受けている 0.5

未認定 0

1

0.5

0

1

0

1

0

1

0

12か月以上継続した経験あり 2

12か月以上継続した経験なし 0

12か月以上継続した経験を有する者を
6人以上配置

2

12か月以上継続した経験を有する者を
5人以下配置

0

15以上 2

14以下 0

2人 2

1人 0

総合評価方式落札者決定基準

③エネルギーの利活用
下水道資源エネルギーの利活用等の
実績

④コスト縮減の実績
エネルギー（電気・水道・燃料）、
薬品、修繕及び物品購入

評価の着目点

今回調達しようとする松永浄化センター外汚水処理施設等包括的維持管理で扱う業務については、市民生活や社会経済活動を支える重要なライフライ
ンであることから、迅速な対応と高度な知識と技術力が求められる。
このことから、本調達に当たっては、価格競争に加え、本業務遂行に必要な企業の経験及び能力、危機管理、自主的な取組み、運転管理、維持管理な
どの要件に対する実現性や有効性等について、総合的に判断することができる総合評価による一般競争入札を採用するものとする。

①業務実績
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・支払業務等　一式

松永浄化センター外汚水処理施設等包括的維持管理業務委託

②品質・環境・アセットマネ
ジメントの取得状況

⑥個人情報保護等の取組状況

・運転管理及び維持管理等業務　一式(汚水処理施設、雨水ポンプ施設、中継ポンプ場、マンホールポンプ、その他関連施設の運転操作、水処理状態の監
視、日常点検、定期的・臨時的点検等の運転管理及び維持管理業務)

評価値は、価格評価点と技術評価点の合計とする。
価格評価点は、「50点 × （予定価格 － 入札価格） ／ 予定価格 （小数第４位以下切捨て）」を算出するものとする。
技術評価点は、落札者決定基準に基づき、審査・評価を行い算出するものとする。なお、技術評価点の満点は50点とする。

・その他業務　一式

8(1)業務配置体制

同種業務で指定規模以上の業務の総
括責任者としての従事経験

業 務 内 容

１　企業の経験及び能力

(1)企業の技術力

配点/評価のウエート

「ISO9001、ISO14001及び
ISO55001」認証の取得状況

③男女共同参画の取組状況

認定なし

雇用していない

水質関係第１種公害防止管理者の資
格取得者

配置従事者が有する資格の数

同種業務で指定規模以上の業務の従
事経験を有する配置従事者の人数

4

①総括責任者の従事経験

③配置従事者の資格

④公害防止管理者の有資格者
数

②配置従事者の従事経験

判断基準

評 価 項 目

業務に必要な資格を有する女性を１人以上雇用している

障がい者雇用率が法定基準未満であるが１人以上雇用している
①障がい者の雇用状況
　　（法定雇用率＝2.7%）

④ふくやまワーク・ライフ・
バランス認定の有無

取り組んでいない

取り組んでいる

雇用していない

同種業務で指定規模以上の業務実績

障がい者雇用率が法定基準以上である

②次世代育成支援の取組状況

⑤情報セキュリティマネジメ
ントの取得状況

認定あり

(2)企業の社会貢献

「ISO/IEC27001」認証の取得状況

プライバシーマーク使用の認定状況

２　配置従事者の経験及
び能力



高い 2

普通 1

低い 0

2件 2

1件 1

なし 0

高い 2

普通 1

低い 0

高い 2

普通 1

低い 0

極めて高い 6

高い 4

普通 2

低い 0

極めて高い 6

高い 4

普通 2

低い 0

極めて高い 6

高い 4

普通 2

低い 0

50

（備考）

1(1)①

1(1)②

1(1)③

1(1)④

1(1)⑤

1(1)⑥

1(2)①

1(2)③

1(2)④

8

◇同種業務で指定規模以上の業務実績とは、過去15か年度（今年度を含まない。）に、国、地方公共団体、地方公営企業又は企業団（地方公営企業法
（昭和27年法律第292号）第39条の2に規定する企業団及び広域連合企業団をいう。以下同じ。）が発注した施設能力日量6千立方メートル以上の下水道法
（昭和33年法律第79号）第2条に規定する終末処理場（標準活性汚泥法）の維持管理業務（汚水処理、汚泥処理、電気等の設備を総合的に稼働させ、その
状況を監視、制御するとともに、それらの性能又は機能を常に正常な状態に維持するため、適切な点検及び保守を行う業務をいう。以下同じ。）に係る
包括的業務委託（令和2年公益社団法人日本下水道協会「処理場等包括的民間委託導入ガイドライン」に示す「レベル2.5」以上をいう。以下同じ。）の
元請として、5年以上継続して履行した実績とする。ただし、汚泥処理のみの業務又は排水処理のみの業務は、実績として認めない。
　なお、上記の元請としての業務実績について、共同企業体の構成員としての履行にあっては、代表構成員の場合に限るものとする。

また、評価する期間は、複数の業務の実績でも可とする。ただし、これらの履行期間のうち、重複する期間がある場合には、当該重複する期間は合算
せず、1つの業務とみなして期間を算定するものとする。加えて、履行期間が過去15か年度の範囲を超える業務については、当該15か年度（今年度を含ま
ない。）に含まれる期間のみを算定の対象とする。

マンホールポンプの維持管理等にお
ける福山市内業者の活用の取組

流入水の運転管理について留意すべき点

①雇用計画

緊急時の配備体制と管理方法

配置従事者に対する教育研修

(1)業務実施方針

②地域の活性化

(2)自主的な取組み

配置従事者の正規雇用、かつ、福山
市内での居住や新たな雇用を確保す
る取組

　イ　「仕事と家庭の両立支援企業」として登録し、登録証の交付を受けている。（広島県）

　ウ　就業規則に育児休業制度を規定している。

◇障がい者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）により義務付けられている障がい者雇用率は、「2.7％」である。

◇国際標準化機構（ISO）及び国際電気標準会議(IEC）で制定された「ISO/IEC27001」の認証を受けていること。

◇一般財団法人日本情報経済社会推進協議会（JIPDEC）で制定された「プライバシーマーク」使用の認定を受けていること。

②教育研修

①危機管理体制

(1)流入水の運転管理
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◇業務に必要な資格とは、公益社団法人日本下水道協会「下水道維持管理指針　総論編　マネジメント編」に示す「下水道維持管理業務に係る法定資格
名称」に示された資格を有する者とする。

◇ふくやまワーク・ライフ・バランス認定（経済環境局経済部産業振興課所管）とは、仕事と家庭の両立の支援など男女共同参画の推進に取り組む事業
者等の認定である。

◇下水汚泥の燃料化、コンポスト化等の下水道資源エネルギーを利活用した実績とする。

合計

水処理施設の運転管理について留意すべき点

　ア　次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）に基づく「一般事業主行動計画」を策定し、認定を受けている。（厚生労働省）

(2)水処理施設の運転管
理

３　業務実施に関する提
案

４　松永浄化センターの
運転管理業務に関する提
案

◇国際標準化機構（ISO）で制定された「ISO9001」、「ISO14001」及び「ISO55001」の認証を受けていること。

1(2)②

◇次のいずれかに該当する場合に評価する。

◇エネルギー（電気・水道・燃料）、薬品、修繕及び物品購入をそれぞれ対象とし、コスト縮減を行った実績の方法を具体的に記載する。

(3)汚泥処理施設の運転
管理

汚泥処理施設の運転管理について留意すべき点



2(1)①

2(1)②

2(1)③

2(1)④

3(1)①

3(1)②

3(2)①

3(2)②

4(1)

4(2)

4(3)

◇資格とは、①下水道法施行令（昭和34年令第147号）第15条の3に定める資格（公共下水道又は流域下水道の維持管理を行う者の資格）、②電気工事士
法（昭和35年法律第139号）第4条第3項に定める資格（第１種電気工事士免状）、③電気事業法（昭和39年法律第170号）第44条第1項第1号～第3号に定め
る資格（第3種以上の電気主任技術者免状）及び④消防法（昭和23年法律第186号）第13条の2に定める資格（危険物取扱者免状）のいずれかとする。1人
の者が複数の資格を有する場合も、全ての資格数と認めるものとする。

◇同種業務で指定規模以上の業務の総括責任者としての従事経験とは、過去15か年度（今年度を含まない。）に、国、地方公共団体、地方公営企業又は
企業団が発注した施設能力日量6千立方メートル以上の終末処理場の維持管理業務に係る包括的業務委託の総括責任者として、12か月以上継続して従事し
た経験（汚泥処理のみの業務又は排水処理のみの管理業務を除く。）とする。
なお、共同企業体の構成員としての実績は、当該総括責任者が代表構成員以外で従事した実績も認めるものとする。

※「年度」とは、毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間の期間である。
　　なお、今年度は2026年度（令和8年度）であり、2026年（令和8年）4月1日から2027年（令和9年）3月31日までの1年間である。
※共同企業体を結成する場合は、１（1）及び１（2）については構成員のいずれかで評価するものとする。

◇汚泥界面の管理や臭気対策及び脱水効率の向上対策

◇配置従事者の正規雇用、かつ、福山市内での居住や新たな雇用を確保する取組

◇有資格者とは、水質関係第1種公害防止管理者の資格取得者とする。

◇マンホールポンプの維持管理業務等における福山市内業者活用の取組

◇運転管理における各機器の切り替えや汚泥の管理方法

◇配置従事者の資格・能力向上のための研修、資格取得の計画

◇流入水の増加に対応するための管理方法や降雨及び浸水が想定される際の対応方法

◇同種業務で指定規模以上の業務の従事経験とは、過去15か年度（今年度を含まない。）に、国、地方公共団体、地方公営企業又は企業団が発注した施
設能力日量6千立方メートル以上の終末処理場の維持管理業務に12か月以上継続して従事した経験（汚泥処理のみの業務又は排水処理のみの管理業務を除
く。）とする。
なお、共同企業体の構成員としての実績は、配置従事者が代表構成員以外で従事した実績も認めるものとする。

◇緊急時の迅速な対応、支援体制の確立



総合評価の業務提案書等に関する書類 別表２

項目 様式 備考

１ 提出書類目録 (1)業務提案書等書類目録 （様式2-1号）

(1)終末処理場に関する業務実績報告書 （様式2-2号） 業務実績が確認できる書類を添付すること。

(2)品質・環境・アセットマネジメント
の取組状況調書

（様式2-3号） ISO認定証等の写しを添付すること。

(3)エネルギーの利活用の実績に関する
業務実績報告書

（様式2-4号） 利活用が確認できる書類を添付すること。

(4)コスト縮減の実績に関する業務実績
報告書

（様式2-5号） 縮減実績が確認できる書類を添付すること。

(5)情報セキュリティマネジメントシス
テムの取組状況調書

（様式2-6号） ISO認定証等の写しを添付すること。

(6)個人情報保護等の取組状況調書 （様式2-7号） 認定が確認できる書類を添付すること。

(1)障がい者雇用申告書 （様式2-8号） 障がい者雇用状況報告書等を添付すること。

(2) 次世代育成支援の取組状況 （様式2-9号）
厚生労働省労働局の認定通知書，広島県が交付する「仕事と家庭の
両立支援企業」の登録証又は労働基準監督署に届出済みの就業規則
の写し等を添付すること。

(3)男女共同参画の取組状況 （様式2-10号）
雇用関係を証するもの及び資格を有することを証するもの等の写し
を添付すること。

(4)ふくやまワーク・ライフ・バランス
認定

（様式2-11号） 認定証の写しを添付すること。

(1)総括責任者の従事経験に関する業務
実績報告書

（様式2-12号） 従事経験が確認できる書類を添付すること。

(2)配置従事者の従事経験に関する業務
実績報告書

（様式2-13号） 従事経験及び人数が確認できる書類を添付すること。

(3)配置従事者に関する有資格調書 （様式2-14号）
配置従事者の資格取得状況が免状等で確認できる書類を添付するこ
と。

(4)公害防止管理者の資格取得状況調書 （様式2-15号） 免状等の取得状況が確認できる書類を添付すること。

(1)危機管理体制に関する提案
（様式2-16号）

【上限枚数：4枚】

(2)教育研修に関する提案
（様式2-17号）

【上限枚数：4枚】

(1)雇用計画に関する提案
（様式2-18号）

【上限枚数：4枚】

(2)地域の活性化に関する提案
（様式2-19号）

【上限枚数：4枚】

(1)流入水の運転管理に関する提案
（様式2-20号）

【上限枚数：4枚】

(2)水処理施設の運転管理に関する提案
（様式2-21号）

【上限枚数：4枚】

(3)汚泥処理施設の運転管理に関する提
案

（様式2-22号）
【上限枚数：4枚】

（備考）
1 用紙はA4サイズとし、片面印刷とする。
　上記様式欄の上限枚数が指定されている様式について、上限枚数を超える提出があった場合には、当該様式は一切評価しない。

3 様式2-1号及び様式2-8号については、代表者の押印が必要です。

4 書類の提出については、(1)記載事項を全て記入し、押印した書類一式と(2)所在地又は住所、商号又は名称、代表者名、担当者名及び電話番号（共同企業
体を結成する場合は、共同企業体名、所在地又は住所、商号又は名称、代表者名、担当者名及び電話番号）を記入せず、押印の無い書類一式を、それぞれ1
部ずつ提出すること。

2 公告文の指定する期限までに持参又は郵便（配達証明付書留郵便）により提出すること。

７ 松永浄化センターの
運転管理業務に関する提
案

２ 企業の技術力に関す
る書類

３ 企業の社会貢献度に
関する書類

５ 業務実施方針に関す
る提案

６ 自主的な取組に関す
る提案

４ 業務配置体制に関す
る書類


